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1．はじめに

　1．1　研究の目的と背景

　戦後の大量な住宅不足に対し，集合住宅を中心に計画的な大量供給が行なわれた時期を

マスハウジング期と呼ぶが，日本では1960年代から70年代前半の時期がこれに当たる。

この時期に建設された集合住宅は，画一的な住戸プラン，住棟配置や質的な水準の低さか

ら，70年代後半には多くの先進国で見直しの対象となり，その後各種の方向転換がはから

れてきた。しかし，それらの多くが今日も住まわれており，ほとんどの先進国において住

宅ストックの大きな部分を構成している。従って，マスハウジング期に建設された多くの

住宅，殊に集合住宅を，今後とも住み続けるに相応しいストックとして，いかに手を加え，

再生させるか，その手法を考えることが重要な課題である。

　本研究において我が国の再生対象としてマスハウジング期に着目したのは，第一にそれ

以前のストックは建て替え時期を迎えた，あるいは過ぎたとみなされており，実際に既に

除却されたものが多いこと，第二にマスハウジング期以降のストックは，未だ「建て替え

か再生か」という決断時期を迎えていないことによる。即ち，現時点での再生ニーズはマ

スハウジング期に建設されたストックに集中している。しかしながら研究成果はマスハウ

ジング期以降のストックあるいは，今後建設されるストックへとフィードバックされるも

のである。一方，オランダについては，ストックとしての集合住宅の寿命が長い為，再生

事例の対象として取り上げたものはマスハウジング期のストックに限らないが，本研究の

主眼である再生手法，再生の論理等の比較に寄与するものを抽出した。

　こうした状況を踏まえ，本研究ではオランダで行われている集合住宅再生工事の成立条

件を，主として詳細な事例調査とその分析により明らかにし，その結果を受けて日本での

マスハウジング期を中心とした建設時期をもつ集合住宅の，今後のストック再生手法のあ

り方を見極めることを目的とする。

1．2　研究の方法

本研究では，まず，日蘭の住宅ストックおよび住政策の比較を行い，次にオランダにお
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いて主としてマスハウジング期に供給され，その後再生工事が行われた事例を収集し，再

生内容を確認した後にその中から典型的もしくは先進的事例を4つ選定して詳細な内容調

査分析を実施した。その結果を用いて，日本での現状の再生手法との比較，およびオラン

ダの事例から今後日本が学ぶべきことについて提案を行なった。

2　日蘭の住宅ストックと再生への取り組み

2．1　戦後の日蘭の住宅ストックおよび住政策

　本章では，1960年代のマスハウジング期以前と以後における，日本の住宅ストックの形

成状況および住政策の変遷を述べる。また，日本では建て替え周期が30年程度と短いた

め，現在の住宅ストックのうち1960年以前のストックは約13％であり，本研究で着目し

ているマスハウジング期（1960年代から1970年代前半）に建設されたストックは約31％と

なっている（図表3）。現在のストックの中で高い比率を示しているこのマスハウジング期

の住宅ストックの再生手法を検討するにあたり，同年代，オランダにおいてはどうのよう

な政策のもとでストックが形成されていたのかをあわせて述べる。

（1）日本における第2次世界大戦後～1950年代の住政策・住宅建設

　日本の終戦後の住宅不足は約420万戸と深刻であった。政府は公営住宅法の公布，1950

年の住宅金融公庫設立などの公的住宅施策により住宅産業における戦後復興を試みる。ま

た，1950年には朝鮮戦争を契機とする経済復興で大都市への急激な人口集中が促されるこ

ととなり，政府は住宅建設十ヶ年計画や五ヶ年計画などを策定，1955年には復興建設終了

後の新しい産業国家建設に向けた住環境づくりのシステムとして日本住宅公団（現住宅都

市整備公団）を発足させている。これらによって日本における住宅建設は公営，公庫，公団

の三本柱を中心に遂行され，集合住宅建設も本格化することとなった。

（2）1960年代以降の日蘭における住政策と住宅ストック形成過程

　日本では，住宅公団が公営住宅の型計画により集合住宅生産・供給の近代化，工業化を

進め，こうした基本システムが整備された60年ごろの経済成長期を境に団地開発も大き

く発展した。施策面では1世帯1住宅をめざして新住宅建設五ヶ年計画などが策定され，

新住宅市街地開発法や建物区分所有法が公布された。60年代後半には建設戸数の増加や

ニュータウン開発など量的建設のピークを迎え，高蔵寺・千里・多摩といった団地の入居

開始はこの時期から始まっており，こうした巨大団地の居住人口は数百万人におよんでい

る。これらの団地は現在築30年を経過し，建て替えを行なうか再生するか，いずれにして

も今後検討すべき大きなストックとなっている。

　一方オランダでは，1960年代に長年の絶対的住宅不足を解消すべく公共補助金を拡大し，

公共住宅生産がピークに達している。1960年代半ばから70年代には，古いストックの家

賃引き上げによる高所得者への持ち家保有推進と低所得者への家賃補助がすすみ，紆余曲

折を経て公共住宅の役割を後退させる政治的合意がなされた。政府は新しい住宅ストック

の支援からは撤退の動きをみせたものの，家賃支援という公共支出は増大，低所得世帯に

はより古くより安価な住宅ストック部分を割り当てるよう公共住宅機関（住宅公社）に迫

るなど苦慮している。いくつかの住宅公社ではこうした貧困世帯に住宅を供給することを
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渋ったり，改善や修繕のための住宅投資をまかなうために公共住宅の一部売却の動きが出

始めた。その結果，既存ストック内部での住宅価格は一時的に騰貴し持ち家保有ブームも

おこったが，80年前後には自由市場は深刻な崩壊をおこし，政府に対して公共住宅建設を

求める圧力も強まる結果となった。

（住宅産業ハンドブック1996）

図表1　日蘭主要データ比較

図表2　新設住戸数（人口千人あたり）

（住宅産業ハンドブック1996）

図表3　日本の住宅ストック
図表4　オランダの所有形態別ストック（％）
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　その後政府は失業対策として公共住宅の建設を進め，公共住宅建設のシェアは一時的に

増加する。この頃のオランダにおける，住宅ストックの公共賃貸構成比率は43％と非常に

高くなっている。

　2．2　建て替えから再生への転換と課題

　ストック数（既存住宅総数）をフロー数（年間新設住宅数）で除してみると日本では

30～35年周期で建て替えが行われていることになるが，他の先進国と比較すると，フラン

スが86年（1990年データ），米国103年（91年），英国141年（91年）で日本の2～4倍の値を

示しており，我が国の建て替え周期が非常に短いことがわかる。こうした我が国のスクラッ

プアンドビルド型（建て替え型）建築生産は，産業社会構造の転換によって促され，土地問

題や税制によって加速されたものである。また，耐震基準などが更新されるたびに，手間

のかかる補強工事よりも新規に建て替える手法を選択してきたことも一因となっている。

しかしながら，現在住宅ストックは総世帯数をはるかに超え，都市部では法定容積率の限

界まで活用した建築物が多く，建て替えは容易ではなくなってきている。

　更に，今後の日本の経済情勢・新設戸数の落ち込みやストック数の状況を鑑みると，既

存の建て替え年数は伸び，それに伴って新築市場は縮小していくものと考えられる。こう

した中で，建て替えという選択肢だけでなく新たに再生という選択肢を用意することは非

常に重要であり，その為には日本型の手法を確立しなければならない。再生手法が確立し

ていない現状の日本の住宅投資総額に占めるリフォーム投資額は約15％程度にすぎない

が，再生システムが明確化している欧米諸国では40～60％もの高比率を示している。日本

で欧米諸国のように再生市場を拡大していくためには，これまでの大量フローを前提とし

た新築市場の対応とは異なったシステムが広範囲にわたって要求される。例えば現在の我

が国における建設産業の構造をみると，建設活動の間接部分の肥大，技能と技術の分化に

よる職種編成の複雑化など，大小様々な再生工事には効率的であるとはいえない。新設市

場では建設現場に関わる職種は約30職種あるが，既存の住環境に働きかける再生工事は

個々の職種の仕事量は多くはない為，職種の統合といった効率化をはかる必要がある。ま

た，団地を再生する場合，住民がプロセスに参加することがコミュニティやアイデンティ

ティーを形成うえで重要であり，こうしたしくみをつくることも課題のひとつである。

3　オランダの再生事例の分析

　3．1　再生事例の分類
　集合住宅の再生手法は，①保存的再生　②更新的再生　③付加的再生　④削除的再生

⑤転用的再生　に分類されることは，先進国事例を収集分析した松村・村上らの研究によっ

て明らかにされている。本研究においては，オランダのアムステルダムからロッテルダム

地域において，1990年代に行われた再生工事11事例を収集し，上記分類に沿って実地調

査を試みた（図表5）。結果，オランダにおいては付加的再生，転用的再生が近年中心になっ

ていること，また，大規模な「複合的再生」が行われており，この手法は他の欧米先進国

に先んじてオランダ型が生じていることがわかった。以下，その再生内容について考察す

る。
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　（1）付加的再生型

　De　Radenのエレベーター棟増築に代表される再生手法で，空間や機能を増築・改造・

更新などの方法を用いて不可したものである。他にもMaasluisの機能増築例やRoellstr

aatおよびParkwegの屋上増築などがこれにあたる。このタイプの再生は頻繁に行われ

ており，再生上の制約も比較的少ないものである。

　（2）転用的再生型

　都市空間の用途や機能の変化によって用途を変換し再生する手法で，ロッテルダムの倉

庫再生がこれにあたる。この事例では，倉庫をショッピングモール兼集合住宅に転用して

いる。

図表5　オランダの再生事例リスト

図表6　オランダの典型事例リスト

（3）複合的再生（地区再生）型

オランダでの再生の特色は，地区スケールでのリニューアルが行われていることである。
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中規模で代表的なものはSlaagwijk，大規模なものにはBijlmermeer地区の再生がある。

これらの再生では前記のようなタイプに加えて，保存的再生や更新的再生，削除的再生が

複合的に行われており，その遂行には綿密な計画と多大な労力と年月が必要である。

　3．2　典型的事例の詳細

　3．1で示したオランダの再生事例の中から，次の4事例を再生タイプの代表例，典型

的もしくは先進的事例として抽出し，詳細な内容調査を行なった。オランダ再生手法の特

徴である複合的再生については2事例を取り上げた。

（1）付加的再生典型事例；De　Raden（エレベーター室の増築と外構整備）

　この建物は，当初はコの字型に中庭を囲むレイアウトで中庭は外部に対して開かれ，居

住者でなくとも入れるようになっていたが，中庭が荒らされるなど問題があった。また，

居住者の高齢化に伴ってエレベーター設置要求もあり，中庭への入り口をふさぐようにエ

レベーター室を増築した。これによりエレベーター機能を建物に付与するだけでなく，中

庭が居住者のプライベートな空間となり，親密さを創出している。（写真1・写真2）

（2）転用型再生事例；Rotterdam　WATER　FRONT（倉庫からショッピングセンター・

　　住居への転用）

　この事例はロッテルダムの運河沿いに建つ倉庫をショッピングセンター兼集合住宅に転

用したもので，地下がレストラン，1階がショッピングモール，2階が住宅となっている。

この工事は建て替えるよりもコストはかかっているが，費用だけでなく省資源などトータ

ルな面から再生を選択したものである。（写真3・写真4）

（3）-1　複合的再生典型事例：Slaagwijk（地域核施設新築・外壁更新・色彩計画・プ

ライベートガーデンの新設など）

　Slaagwijkは1970年頃建設されたLeiden近郊の都市である。もともとは農村地帯でL

eidenから少し離れた場所に位置することや，周囲は個人所有の住宅ばかりである中でこ

の地区はsocial　housingであることなどが住民の疎外感を煽っていたようである。建築

のつくりも劣悪で，画一的で暗いつくりになっており，結果として空き家増加や犯罪など

の社会問題が急増していった。

　こうした問題に対処するために1988年に地区全体を再生しようとする動きがおこり，

大規模な再生事業が行われた。概要を列挙すると次のようになる。

　・地域核施設としての高層ショッピングセンターの新築　　・外壁更新　　・色彩計画

　・プライベートガーデンの新設　　・エレベーターの新設　・エントランスの改善

　・トンネル状通路を幼稚園へ再生　（写真5～8）

（3）-2　複合的再生先進事例；Bijlmermeer（大規模地区再生計画）

　Bijlmermeerは1966～1975年に建設されたアムステルダムのベッドタウンのひとつで

ある。世帯数は約13，000，人口は約4万人，建設当時は「緑の中の高層住宅」などのコン

セプトで未来型都市として注目をあびた。
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写真1　Den　Haag；エレベーター室増設

写真3　Rotterdam　W.F.；倉庫再生外観

写真5　Slaagwijk；地区再生計画模型 写真6　Slaagwijk；高層ショッピングセター

写真4　Rotterdam W.F.；ショッピングセンター内部

写真2　Den　Haag；中庭
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写真7　Slaagwijk；プライベートガーデン 写真8　Slaagwijk；階段室増築部

写真9　Bijilmermeer；地区再生計画模型 写真10　Bijilmermeer；大規模再生住棟

写真11　Bijilmermeer；ショッピングセンター内部 写真12　Bijilmermeer；再生住棟エントランス
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　しかし70～80年にかけて，学校・店舗の不足，交通不便などの理由により25％が空き

家となった。そこで1984～1990年に2億マルクで「ADAPTION」をテーマに住環境改善

に着手する。主な改善内容の特徴は，建設会社組合の組織，長大住棟のヒューマンスケー

ル化，プランの多様化，空調の個別管理方式などである。

　しかし，1900年に住宅改善会社が破産，計画は第2次事業に転換を求められる。この事

業は1992年に開始され，2007年完了予定である。テーマを「TRANSFORMATION」と

し，住宅の25％を解体・撤去，4000戸の戸建てを新築し，33％の賃貸住宅を新設する。不

評である駐車棟の撤去も行なわれている。（写真9～12）

4　再生工事の成立条件および日本における課題

　老朽化した（と考えられている）集合住宅を対象として，建て替えではなくリニューアル

という手法を用いる場合，当然計画面において大きな違いがある。既存集合住宅を再生す

る際の計画上の与条件は，老朽・陳腐化の程度や住人の改善要求の強弱，経済状況，都市

的文脈の中でのその集合住宅地の位置づけなど勘案しなければならない。

　オランダでは現在の日本ではほとんどみられない再生手法が多く，事例により確認され

た手法の一部を列挙すると，省エネルギー性能を高めると同時に外装デザインを一新する

外断熱＋クラディング，雨水利用や太陽熱利用の新たな設備を取り付けて平凡な既存集合

住宅を環境共生住宅に仕立て直す工事，バルコニーのサンルーム化など室内空間の拡張工

事，住棟内部の住戸割りを完全に変える「リストラクチュアリング」，地下駐車場を新設し

て地上のランドスケープを一新する外構工事などがある。

　これらの再生手法は，窮状回復の域から出ない多くの日本での改修工事とは，根本的に

異なるものである。近年の日本においても，居住者の意向による住戸レベルのリフォーム

や公団などの管理者による住棟レベルでの再生工事は行われつつある。高蔵寺ニュータウ

ンでの2戸を1戸に拡張する再生工事などはこれにあたる。しかし，今後の視点として重

要であるのは，オランダの複合的再生事例から読み取れるように，住戸・住棟を超えた地

区レベルでの再生である。つまり，さまざまなレベルの既存環境の残し方や働きかけを考

える必要がある。団地再生の場合は，特にこの点が重要と考えられる。

　これらのオランダの大規模複合的再生事例から我が国の団地再生を進める際に学ぶこと

は，まずその再生計画の内容である。「近代的」高層集合住宅の「欠点」の修正方法をぜ

ひ参考にするべきである。そして，新築と再生の組み合わせ方法も参考になる。大規模な

再開発による住宅地の新しい価値観の創造という手法は，スクラップ・アンド・ビルドに

慣れた我が国にとってむしろ「新鮮さ」さえ感じさせる。次に住民の努力と協力があげら

れる。Bijlmermeer団地での第一次再生と第二次再生の対比は，公共，所有者，住民の緊

密な連携がいかに重要であるかを示唆する。また経済面での取り組みも忘れてはならない。

第二次再生では，資金予測と持ち家需要を踏まえ，一部住戸の売却という手法を採用して

いる。この手法は，関係者の責任ある綿密な計画検討の賜物である。ただし再び数十年後

に起きるはずの再生時における合意形成，資金調達，公的資金の投入の論理などについて

より難しい問題が生じるはずだが，彼ら自身も具体的「解決方法」は持っていないようで

ある。
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　新設住宅建設のコストを削減するには，建築の品質，設備・サイズの低下が容易な方策

ではあるが，こうした方法は住宅の質や基準が引き下げられうる程度についての物理的心

理的限界と，将来の住宅補修や維持コスト増大への懸念をひきおこすものであり，得策と

はいえない。こうした考えとは異なる方向でオランダで発展している企てに，オープンビ

ルディングがある。オープンビルディングとは，建築のしくみを耐用年数や計画決定者に

よって分離して考えるもので，効率的に再生を行なう上で重要な役割を果たす。具体的に

は，住空間を街区・建築の骨組み・内部空間（インフィル）に分け，耐用年数はそれぞれ10

0年以上，60～100年，20～30年となる。インフィルの計画決定者は住宅保有者であり，

提供された骨組みに対して住戸内間仕切りや関連設備と経費を決定し，自ら使用するモジュー

ルパッケージのいくつかの部品を選択・取り付けすることができる。こうした手法は，概

念的にも，実際再生工事を行なう上でも非常に有効であり，今後日本が学ぶべき点は多い。

5　おわりに

　本研究は，1997年9月1日～11月30日の3ヶ月間，本学の海外研修制度によりオラン

ダのデルフト工科大学OBOM研究所の協力を得て行なったものである。研究にあたりご

協力頂きました同大のスタッフの方々，および，研修に際しご配慮くださいました本学の

諸先生方に心より感謝申し上げます。
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